
岡崎市障がい者控除対象者認定事務処理要綱 

 

（目的） 

第１条 所得税法施行令第 10条及び地方税法施行令第 7条により岡崎市福祉事務所

長（以下「福祉事務所長」という。）の所管とされた障がい者控除対象者認定の事

務を実施するにあたり必要な事項を定め、以って当該認定事務の適正な処理を目

的とする。 

 

（認定の対象者） 

第２条 認定を受けようとする者（以下「対象者」という。）は、第５条に定める認

定基準日現在において次の各号のすべてに該当する者とする。 

(1) 満 65 歳以上の者 

(2) 本市の住民基本台帳に記録されている者 

(3) 所得税法施行令第 10 条第１項第１号から第５号までのいずれにも該当しな

い者 

(4) 介護保険法（平成９年法律第 123 号）第 27 条の規定に基づく要介護認定（以

下「要介護認定」という。）を受けている者及び第４条第４項に該当する者 

 

（認定の申請） 

第３条 認定の申請ができる者（以下「申請者」という。）は、対象者本人及び民法

（明治 31 年法律第９号）に定める親族又は国税通則法第 124 条に定める納税管理

人若しくは代理人とする。 

２ 認定を受けようとする者は、障がい者控除対象者認定申請書（様式第１号）を

福祉事務所長に提出しなければならない。 

 

（認定の審査及び認定基準） 

第４条 福祉事務所長は、要介護認定を受けている対象者に関する前条の規定によ

る申請書の提出があったときは、対象者又は申請者の同意に基づき、岡崎市長に

対しその有効期間に第５条に定める認定基準日を含む要介護認定に係る要介護状

態区分、介護認定調査票及び主治医意見書の提出を求め、岡崎市長は当該資料を

福祉事務所長に提出するものとする。 

  ただし、介護保険法第 13 条に規定する住所地特例対象被保険者に関する申請書

の提出があったときは、その要介護認定をおこなった市町村長に対し提出を求め

るものとする。 

２ 福祉事務所長は、当該介護認定調査票または主治医意見書の障がい高齢者の日

常生活自立度および認知症高齢者の日常生活自立度に基づき、次に掲げるいずれ

かに該当する場合は、障がい者控除対象者として認定する。 

(1) 介護保険における要介護１以上かつ障がい高齢者日常生活自立度がＡ１以上 

(2) 介護保険における要介護１以上かつ認知症高齢者日常生活自立度がⅡａ以上 

３ 福祉事務所長は、当該介護認定調査票または主治医意見書の障がい高齢者の日

常生活自立度および認知症高齢者の日常生活自立度に基づき、次に掲げるいずれ

かに該当する場合は、特別障がい者控除対象者として認定する。 

(1) 介護保険における要介護４以上かつ障がい高齢者日常生活自立度がＣ１又は



Ｃ２ 

(2) 介護保険における要介護４以上かつ認知症高齢者日常生活自立度がⅣ又はＭ 

４ 要介護認定を受けておらず、65 歳以上で６か月程度以上臥床し、複雑な介護(食

事・排便・入浴等)を要する状態にあると認定することができる対象者に関する前

条の規定による申請書の提出があったときは、特別障がい者控除対象者として認

定する。 

５ 福祉事務所長は、審査の結果を障がい者控除対象者認定書（様式第２号）又は

は障がい者控除対象者非該当通知書（様式第３号）により申請者に通知するもの

とする。 

 

（認定基準日） 

第５条 認定基準日は、対象者又は申請者が認定を受けようとする障がい者控除又

は特別障がい者控除の対象となる所得の生じた年の 12 月 31 日とする。ただし、

対象者がその年に既に死亡している場合は、その死亡日とする。 

２ 認定の申請は、申請日の属する年の前年の認定基準日を起算として過去５年間

の認定基準日について申請することができる。ただし、対象者が既に死亡してい

る場合はその死亡日の属する年の認定基準日についても申請することができる。 

 

（補則） 

第６条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、別に福祉事務所長が定める。 

 

 附則 

 この要綱は、平成 15 年 12 月１日から施行する。 

 附則 

 この要綱は、平成 21 年４月１日から施行する。 

 附則 

 この要綱は、平成 23 年２月１日から施行する。 

 附則 

 この要綱は、平成 24 年９月 1 日から施行する。 

附則 

 この要綱は、令和４年２月 1 日から施行する。 

附則 

 この要綱は、令和７年４月 1 日から施行する。 

 


